
12 marine voice 21 Summer 2017 vol.298 marine voice 21 Summer 2017 vol.298

取り扱うための支援技術を整備する予定である。

③ RTK-GPS を活用した被災後の施設点検技術の確立

　巨大地震発生後において被災地の緊急支援や経済活
動維持のための港湾施設の早期の供用が求められるこ
とが多い。地震後における港湾施設の損傷確認、供用
可否判断の一助となるよう、RTK（リアルタイムキネ
マティック）-GPS による地震後港湾施設変形量の即時
測定ツールを開発しており、実用段階の状態にある。
これは、港湾施設変形量に特化して、RTK-GPS 機器
を誰でも簡単に操作できるようスマートフォンアプリ
を作製したものであり、これまで地震直後に利用が困
難であった基準点サービスに頼らずに独自に基準点を
設けることで測定ができる。今後は実際の港湾におけ
る測定試験を行いつつ、測定結果の即時の整理・図化
ツールを開発して、実運用への移行に努めたい。

（３）物流・荷役作業の効率化と安全性の向上・コン

テナターミナル等の高度化

①コンテナターミナルの生産性向上方策の提案

　世界のコンテナターミナルにおいては、ICT（情報
通信技術）などによる生産性向上策などで厳しい競争
環境を生き抜く努力を払っている。我が国においても、
例外ではなく、ターミナル内での様々な作業の各局面
での効率化や全体最適化の検討など、定量的な判断を

求められるようになっている。
　当センターでは、数値シミュレータにより埠頭ごと
に検討される荷役機械の性能、数量、規模、ターミナ
ル内の施設配置などを含めた定量的な評価を実施し、
生産性の向上策を提案する。特に、ICT や新しい荷役
システムに関してその効果の予測にかかる研究を実施
している。

②荷役機械の遠隔操作技術等の導入手法の提案

　海外の新しいコンテナターミナルなどでは、荷役機
械を遠隔式として、オペレータの負担の軽減や安全性、
安定した荷役作業などに活かしている。我が国ではタ
イヤ式のヤードクレーン（RTG）が多いが、これについ
て遠隔操作での安全性、安定性などを評価するととも
に、搭乗式との導入時のターミナル運用上の比較をシ
ミュレーション等で検討する。

３．おわりに

　当センターは既に研究開発を実施しているものも含
めて、改めて生産性向上技術のコンセプトのもとに持
ち寄って立ち上げられたものである。港空研のすべて
の研究分野に対して横串を刺した情報共有と活発な議
論、さらに外部の研究機関や企業などとの連携により、
生産性向上技術として社会実装を目指していきたい。

　前回は、横浜市のマンション基礎杭工事問題に
関連した一括下請負禁止、元請責任の説明をしま
した。今回は現場施工を取り上げます。

　まず、技術者の配置について、基礎杭問題にお
いては、1 次下請、2 次下請は、いずれも工事現場
に専任の技術者を配置しなかったことにより指示
処分を受けています。また、国土交通省による監
督処分では、主任技術者を配置しなかったことで
営業停止を受けた事例があります。
　そこで、工事現場での技術者の配置ですが、工
事現場には主任技術者又は監理技術者を配置しな
ければなりません（建設業法第 26 条）。企業との直
接的かつ恒常的な雇用関係が必要です。在籍出向
者や派遣社員は駄目です。短期雇用も認められて
いません。
　それは、これら技術者は、建設工事の適切な施
工を確保するため、現場で、適切な技術的判断、
確認を行うという極めて重要な責務を負っている
からです。
　建設工事のうち、公共性が高く、多数が利用す
る施設等に関する重要な建設工事については、技
術者を工事現場ごとに専任で置かなければなりま
せん。請負金額が建築一式では 7,000 万円以上、
その他では 3,500 万円以上の場合必要となります。
戸建住宅以外のほとんど全てが対象となることに
注意してください。
　専任とは他の工事現場の主任技術者、監理技術
者、営業所の専任技術者との兼任を認めないとい
うことですので、今一度注意をお願いします。

　次に、適正な現場施工のため必要な施工体制台
帳等です。基礎杭問題を受けて、平成 28 年 3 月に
国土交通省では「基礎杭工事の適正な施工を確保
するために講ずべき措置（告示）」を策定し、施工
体制、施工記録の重要性を指摘しています。
　施工体制台帳は、元請が工事現場の施工体制を

きちんと把握して、施工上のトラブルを防いだり、
不良不適格業者の参入、法令違反を防止したりす
るために必要なものです。
　近年では社会保険への加入状況、外国人の就労
状況をチェックするためにもますます重要性が増
しています。
　民間工事については、下請の額が 4,000 万円以
上（建築一式は 6,000 万円以上）となる場合、公共
工事の場合は下請の額にかかわらず下請業者を 1
社でも使う場合、施工体制台帳の作成が義務付け
られています。
　また、施工体系図も各下請人の施工分担が一目
でわかるようにするため必要なものです。現場で
事故が起こった場合など緊急時に現場の責任体制
をはっきりさせるために大変重要なものです。
　上記以外にも建設業法では、契約締結、下請代
金等数多くの順守すべき規定がありますが、今回
は紙面の関係上割愛させていただきます。

　以上 4 回にわたり、建設業とコンプライアンス
と題して、コンプライアンスの状況から建設業法
上の規定まで、説明をさせていただきました。コ
ンプライアンスの順守はますます重要になってい
ます。役職員の一人一人がコンプライアンスの実
践の重要性を自覚し、行動していくことが大切と
考えます。　　　　　　　　　　　　　 （おわり）
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